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（3）女性の活躍推進について 

問８ 貴事業所では女性の継続就労・管理職登用などのために、どのような取り組みを行ってい

ますか。（Ａ～Ｌの項目ごとにあてはまるものを１つずつ○） 

 

実施している取り組みは、「Ａ．女性の積極的な採用・配置」が最も多く 71.1％、次いで「Ｃ．

非正規社員から正規社員への転換・登用」が 62.5％であった。 

実施する予定はない取り組みは、「Ｌ．女性活躍を推進するための担当部署の設置」が最も多く

54.4％、次いで「Ｊ．モデルとなる女性管理職の提示・周知」が 38.6％であった。 

 

 

 

  

71.1%

57.4%

62.5%

54.4%

57.8%

59.3%

51.7%

48.9%

24.3%

24.0%

34.2%

15.0%

15.2%

20.2%

17.3%

24.0%

22.1%

20.9%

23.4%

27.2%

31.9%

28.3%

26.4%

21.9%

9.5%

17.3%

15.0%

16.2%

13.9%

13.3%

17.3%

18.3%

35.7%

38.6%

31.6%

54.4%

4.2%

5.1%

5.1%

5.5%

6.3%

6.5%

7.6%

5.7%

8.0%

9.1%

7.8%

8.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

Ａ．女性の積極的な採用・配置(N=526)

Ｂ．女性正規社員の中途採用(N=526)

Ｃ．非正規社員から正規社員への転換・登用

(N=526)

Ｄ．育児や介護など長期休業中や終了後の

復職支援(N=526)

Ｅ．年功的な処遇から、能力・成果に応じた

処遇へのシフト(N=526)

Ｆ．性別に関わらない公平な評価のための

評価基準の明確化(N=526)

Ｇ．評価結果のフィードバック(N=526)

Ｈ．女性管理職への積極的登用(N=526)

Ｉ．女性管理職候補者を対象とした

意識喚起のための研修(N=526)

Ｊ．モデル（模範）となる女性管理職の

提示・周知(N=526)

Ｋ．ハラスメント防止のための研修実施

(N=526)

Ｌ．女性活躍を推進するための担当部署の

設置(N=526)
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業種別 

 

 採用・職域拡大／人材育成 

Ａ．女性の積極的な採用・配置 

「建設業」、「電気・ガス・熱供給業」を除いて、いずれの業種も半数以上が実施している。 

 

 

  

28.2%

57.9%

100.0%

51.5%

81.0%

92.9%

72.4%

57.1%

83.3%

86.8%

63.9%

57.1%

46.2%

23.7%

33.3%

11.0%

7.1%

17.2%

10.0%

2.2%

50.0%

19.4%

19.0%

17.9%

13.2%

15.2%

6.0%

10.3%

28.6%

3.3%

7.4%

12.5%

9.5%

7.7%

5.3%

2.0%

14.3%

3.3%

3.7%

50.0%

4.2%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｂ．女性正規社員の中途採用 

「製造業」、「情報通信業」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「教育・学習支援業」、「医療・福祉」、

「電気・ガス・熱供給業」、「サービス業」は半数以上で実施している。 

 

 

  

35.9%

50.0%

75.0%

48.5%

59.0%

64.3%

48.3%

42.9%

56.7%

75.0%

50.0%

50.0%

42.9%

33.3%

15.8%

36.4%

25.0%

7.1%

31.0%

26.7%

5.1%

26.4%

28.6%

25.6%

28.9%

25.0%

12.1%

10.0%

28.6%

20.7%

42.9%

10.0%

15.4%

19.4%

19.0%

5.1%

5.3%

3.0%

6.0%

14.3%

6.7%

4.4%

50.0%

4.2%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｃ．非正規社員から正規社員への転換・登用 

「建設業」、「不動産業」、「電気・ガス・熱供給業」、「その他」を除いて、いずれの業種も半数以上

が実施している。 

 

 

  

28.2%

57.9%

100.0%

63.6%

68.0%

85.7%

72.4%

28.6%

53.3%

77.2%

52.8%

42.9%

23.1%

26.3%

21.2%

17.0%

7.1%

13.8%

30.0%

10.3%

18.1%

33.3%

33.3%

10.5%

9.1%

11.0%

7.1%

13.8%

57.1%

10.0%

9.6%

50.0%

26.4%

14.3%

15.4%

5.3%

6.1%

4.0%

14.3%

6.7%

2.9%

50.0%

2.8%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｄ．育児や介護など長期休業中や終了後の復職支援 

「情報通信業」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「教育・学習支援業」、「医療・福祉」は半数以

上で実施している。 

 

 

  

30.8%

42.1%

75.0%

36.4%

62.0%

78.6%

48.3%

28.6%

56.7%

69.9%

47.2%

38.1%

41.0%

28.9%

42.4%

25.0%

7.1%

27.6%

23.3%

11.8%

50.0%

26.4%

38.1%

20.5%

23.7%

25.0%

15.2%

10.0%

14.3%

24.1%

57.1%

10.0%

13.2%

20.8%

14.3%

7.7%

5.3%

6.1%

3.0%

14.3%

10.0%

5.1%

50.0%

5.6%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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 人事評価 

Ｅ．年功的な処遇から、能力・成果に応じた処遇へのシフト 

「建設業」、「教育・学習支援業」、「その他」を除いて、いずれの業種も半数以上が実施している。 

 

 

  

30.8%

63.2%

100.0%

54.5%

72.0%

100.0%

51.7%

57.1%

30.0%

61.0%

50.0%

58.3%

28.6%

38.5%

13.2%

27.3%

16.0%

37.9%

28.6%

43.3%

17.6%

18.1%

38.1%

15.4%

18.4%

12.1%

8.0%

10.3%

20.0%

16.2%

19.4%

14.3%

15.4%

5.3%

6.1%

4.0%

14.3%

6.7%

5.1%

50.0%

4.2%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｆ．性別に関わらない公平な評価のための評価基準の明確化 

「製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「医療・福祉」、「電気・

ガス・熱供給業」、「サービス業」は半数以上で実施している。 

 

 

  

30.8%

60.5%

100.0%

54.5%

77.0%

100.0%

41.4%

42.9%

36.7%

63.2%

50.0%

61.1%

33.3%

35.9%

15.8%

36.4%

13.0%

41.4%

28.6%

33.3%

12.5%

19.4%

47.6%

17.9%

18.4%

3.0%

7.0%

17.2%

14.3%

16.7%

17.6%

15.3%

9.5%

15.4%

5.3%

6.1%

3.0%

14.3%

13.3%

6.6%

50.0%

4.2%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｇ．評価結果のフィードバック 

「製造業」、「情報通信業」、「運輸業」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「医療・福祉」、「電気・

ガス・熱供給業」、「サービス業」は半数以上で実施している。 

 

 

  

28.2%

52.6%

50.0%

51.5%

72.0%

92.9%

27.6%

42.9%

46.7%

50.0%

50.0%

50.0%

33.3%

35.9%

10.5%

25.0%

39.4%

16.0%

44.8%

28.6%

23.3%

19.1%

25.0%

42.9%

23.1%

31.6%

25.0%

3.0%

7.0%

7.1%

20.7%

14.3%

16.7%

22.8%

19.4%

14.3%

12.8%

5.3%

6.1%

5.0%

6.9%

14.3%

13.3%

8.1%

50.0%

5.6%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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 管理職登用 

Ｈ．女性管理職への積極的登用 

「情報通信業」、「卸売・小売業」、「金融・保険業」、「教育・学習支援業」、「医療・福祉」は、各業

種の半数以上で実施している。 

 

 

  

20.5%

31.6%

75.0%

18.2%

59.0%

78.6%

37.9%

42.9%

50.0%

66.9%

38.9%

47.6%

38.5%

39.5%

51.5%

27.0%

21.4%

41.4%

14.3%

30.0%

12.5%

30.6%

23.8%

33.3%

23.7%

25.0%

24.2%

10.0%

17.2%

28.6%

10.0%

17.6%

50.0%

23.6%

14.3%

7.7%

5.3%

6.1%

4.0%

3.4%

14.3%

10.0%

2.9%

50.0%

6.9%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｉ．女性管理職候補者を対象とした意識喚起のための研修 

「情報通信業」、「金融・保険業」は、各業種の半数以上で実施している。 

 

 

  

12.8%

21.1%

50.0%

15.2%

28.0%

78.6%

10.3%

26.7%

27.9%

20.8%

23.8%

30.8%

15.8%

25.0%

42.4%

43.0%

21.4%

48.3%

14.3%

36.7%

26.5%

29.2%

28.6%

48.7%

57.9%

25.0%

36.4%

23.0%

34.5%

71.4%

26.7%

38.2%

50.0%

40.3%

28.6%

7.7%

5.3%

6.1%

6.0%

6.9%

14.3%

10.0%

7.4%

50.0%

9.7%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｊ．モデル（模範）となる女性管理職の提示・周知 

「情報通信業」、「金融・保険業」は、各業種の半数以上で実施している。 

 

 

  

10.3%

21.1%

75.0%

18.2%

39.0%

71.4%

10.3%

26.7%

19.9%

18.1%

23.8%

23.1%

26.3%

39.4%

30.0%

28.6%

37.9%

14.3%

30.0%

23.5%

33.3%

28.6%

53.8%

47.4%

25.0%

36.4%

24.0%

41.4%

71.4%

30.0%

47.8%

50.0%

40.3%

28.6%

12.8%

5.3%

6.1%

7.0%

10.3%

14.3%

13.3%

8.8%

50.0%

8.3%

19.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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 組織風土改革 

Ｋ．ハラスメント防止のための研修実施 

「情報通信業」、「金融・保険業」、「電気・ガス・熱供給業」は半数以上で実施している。 

 

 

  

25.6%

26.3%

75.0%

36.4%

34.0%

92.9%

24.1%

14.3%

23.3%

36.0%

50.0%

31.9%

47.6%

30.8%

26.3%

25.0%

36.4%

21.0%

55.2%

14.3%

26.7%

21.3%

31.9%

28.6%

33.3%

42.1%

21.2%

39.0%

7.1%

20.7%

57.1%

33.3%

34.6%

27.8%

14.3%

10.3%

5.3%

6.1%

6.0%

14.3%

16.7%

8.1%

50.0%

8.3%

9.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｌ．女性活躍を推進するための担当部署の設置 

「情報通信業」、「金融・保険業」は、各業種の半数以上で実施している。 

 

 

  

5.1%

7.9%

50.0%

9.1%

21.0%

57.1%

20.0%

14.0%

15.3%

19.0%

33.3%

13.2%

39.4%

22.0%

28.6%

34.5%

14.3%

10.0%

15.4%

50.0%

25.0%

19.0%

48.7%

73.7%

50.0%

45.5%

50.0%

14.3%

55.2%

71.4%

53.3%

63.2%

51.4%

47.6%

12.8%

5.3%

6.1%

7.0%

10.3%

14.3%

16.7%

7.4%

50.0%

8.3%

14.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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従業員規模別 

 

 採用・職域拡大／人材育成 

Ａ．女性の積極的な採用・配置 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

 

 

 

Ｂ．女性正規社員の中途採用 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

  

55.6%

69.3%

72.7%

87.3%

16.7%

16.8%

14.3%

5.6%

22.2%

8.0%

13.0%

7.0%

5.6%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

30.6%

56.0%

61.0%

74.6%

16.7%

22.1%

22.1%

8.5%

44.4%

15.6%

15.6%

14.1%

8.3%

6.2%

1.3%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｃ．非正規社員から正規社員への転換・登用 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

 

 

 

Ｄ．育児や介護など長期休業中や終了後の復職支援 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

  

33.3%

60.5%

66.2%

83.1%

19.4%

19.2%

19.5%

4.2%

38.9%

14.5%

11.7%

9.9%

8.3%

5.9%

2.6%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

30.6%

51.6%

61.0%

73.2%

22.2%

25.4%

23.4%

16.9%

41.7%

16.2%

14.3%

5.6%

5.6%

6.8%

1.3%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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 人事評価 

Ｅ．年功的な処遇から、能力・成果に応じた処遇へのシフト 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

 

 

 

Ｆ．性別に関わらない公平な評価のための評価基準の明確化 

従業員 50～99人を除いて、従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾

向となっている。 

 

  

36.1%

54.9%

62.3%

76.1%

30.6%

22.7%

26.0%

11.3%

25.0%

14.5%

9.1%

11.3%

8.3%

8.0%

2.6%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

38.9%

57.8%

57.1%

78.9%

25.0%

21.2%

28.6%

8.5%

27.8%

13.3%

10.4%

9.9%

8.3%

7.7%

3.9%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｇ．評価結果のフィードバック 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

 

 

 管理職登用 

Ｈ．女性管理職への積極的登用 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

 

 

  

16.7%

51.0%

53.2%

70.4%

30.6%

24.8%

23.4%

12.7%

38.9%

15.9%

16.9%

14.1%

13.9%

8.3%

6.5%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

36.1%

47.5%

50.6%

60.6%

25.0%

27.1%

29.9%

23.9%

27.8%

18.9%

15.6%

14.1%

11.1%

6.5%

3.9%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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Ｉ．女性管理職候補者を対象とした意識喚起のための研修 

従業員 100人以上を除いて、従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い

傾向となっている。 

 

 

 

 

Ｊ．モデル（模範）となる女性管理職の提示・周知 

従業員 100人以上を除いて、従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い

傾向となっている。 

 

  

13.9%

23.6%

29.9%

26.8%

22.2%

32.7%

36.4%

28.2%

52.8%

34.5%

28.6%

40.8%

11.1%

9.1%

5.2%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

16.7%

23.9%

29.9%

21.1%

22.2%

29.2%

24.7%

31.0%

50.0%

36.6%

39.0%

42.3%

11.1%

10.3%

6.5%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答
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 組織風土改革 

Ｋ．ハラスメント防止のための研修実施 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

 

 

 

Ｌ．女性活躍を推進するための担当部署の設置 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．実施している」の割合が多い傾向となっている。 

 

  

19.4%

29.2%

41.6%

59.2%

16.7%

28.6%

26.0%

19.7%

55.6%

33.3%

27.3%

15.5%

8.3%

8.8%

5.2%

5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答

8.3%

13.6%

16.9%

22.5%

22.2%

20.9%

23.4%

22.5%

58.3%

55.8%

51.9%

50.7%

11.1%

9.7%

7.8%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=71)

1.実施している 2.今後、実施を検討している

3.実施する予定はない 無回答



Ⅱ 事業所意識調査 
 

219 

３ 

調
査
結
果 

女
性
の
活
躍
推
進
に
つ
い
て 
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問 8-1 よろしければ、上記の A～Ｌの具体策をご記入ください。 

 

●自由意見数 

意見数 97件 

有効回答者数（526件）に占める 

自由意見記入者数の割合 
18.4％ 

 

○業種別 

項目 件数 割合 

建設業 8件 8.2％ 

製造業 8件 8.2％ 

情報通信業 2件 2.1％ 

運輸業 2件 2.1％ 

卸売・小売業 30件 30.9％ 

金融・保険業 2件 2.1％ 

飲食、宿泊業 4件 4.1％ 

不動産業 0件 0.0％ 

教育・学習支援業 5件 5.2％ 

医療・福祉 26件 26.8％ 

電気・ガス・熱供給業 0件 0.0％ 

サービス業 8件 8.2％ 

その他 2件 2.1％ 

計 97件 100.0％ 
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≪主な意見≫ 

●取組内容について 

◇採用・配置 

・性別にこだわらず適材適所で採用を行っている。（教育・学習支援業） 

・グループとしてダイバーシティの取組を強化、女性に限らず。（卸売・小売業） 

・女性従業員は基本事務員としてパート雇用していたが、昨年正社員へ転換を行った。以降は事務

員も正社員として雇用する予定である。（卸売・小売業） 等 

 

◇復職 

・産後、保育等の確保が出来るまで休業とし、その後復職をしている。（医療・福祉） 等 

 

◇人事評価 

・公平な人事評価を実行する為の目標、チャレンジシートの作成、管理職の多面評価。人事の研修

など。（卸売・小売業） 

・社内評価制度をマニュアル化し、全国的に標準化できる仕組みを作っている。（サービス業） 等 

 

◇面談 

・方針管理表、人事考課表を基に年２回、経営者層との面談によりモチベーション維持、アップを

図っている。（医療・福祉） 等 

 

◇研修 

・全社員対象の研修で、ハラスメント防止の時間を設けている。（建設業） 

・店長会議などで外部講師をまねき研修を実施。（卸売・小売業） 等 

 

◇その他 

・キャリアアップ助成金（正社員化コース）の活用。（建設業） 等 

 

●取組の課題・負担について 

・「女性管理職候補者を対象とした意識喚起のための研修」「モデル（模範）となる女性管理職の提

示・周知」「ハラスメント防止のための研修実施」「女性活躍を推進するための担当部署の設置」

においては実施を検討しているが、まだ時間がかかりそうである。（飲食、宿泊業） 等 

 

 

 

※他の意見をご覧になりたい方は資料編（p.276）へ 
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問 8-2 上記のＡ～Ｌ以外で、実施していること、もしくは今後、新たに取り組もうと考えている

ことがあればご記入ください。 

 

●自由意見数 

意見数 18件 

有効回答者数（526件）に占める 

自由意見記入者数の割合 
3.4％ 

 

○業種別 

項目 件数 割合 

建設業 4件 22.2％ 

製造業 3件 16.7％ 

情報通信業 0件 0.0％ 

運輸業 0件 0.0％ 

卸売・小売業 2件 11.1％ 

金融・保険業 1件 5.6％ 

飲食、宿泊業 0件 0.0％ 

不動産業 0件 0.0％ 

教育・学習支援業 2件 11.1％ 

医療・福祉 4件 22.2％ 

電気・ガス・熱供給業 0件 0.0％ 

サービス業 1件 5.6％ 

その他 1件 5.6％ 

計 18件 100.0％ 
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≪主な意見≫ 

●取組内容について 

◇採用・配置 

・女性社員採用。（建設業） 

・他店においては女性を支店長に登用している。（金融・保険業） 等 

 

◇勤務形態 

・就業時間のいくつかのプランを作成し、それを職員に選択することができるようにしたい。勤務

時間と休憩時間の明確な設定と職員への広報と順守。（医療・福祉） 等 

 

◇人事評価 

・キャリア段位制度を基本とした評価制度。（医療・福祉） 等 

 

◇職場環境整備 

・職場にて女性専用トイレ、ロッカーを設置。休憩時のスタッフルームを確保。（医療・福祉） 等 

 

◇啓発活動 

・ハラスメントについて相談担当を決め周知、又、パンフレットを配布し啓発につとめている。（サ

ービス業） 等 

 

●取組の課題・負担について 

・正社員募集についても、男女関係無く対応しているが、業種的に女性の応募者がほとんど無いの

が現状。（卸売・小売業） 等 

 

 

 

※他の意見をご覧になりたい方は資料編（p.278）へ 
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問９ 貴事業所において、女性を積極的に採用するにあたって想定される課題はありますか。 

（あてはまるものすべてに○） 

 

「1．家庭生活へ配慮する必要がある」が最も多く 54.8％、次いで「8．育児休業や介護休業中な

どの代替要員の確保」が 46.4％であった。 

 

 

「11．その他」の回答 

・業務の主力が、現場作業のため、体格で不利になる。 

・人間関係。 等 

 

  

54.8%

46.4%

39.0%

25.1%

17.5%

15.2%

5.5%

4.9%

4.4%

2.7%

1.7%

0.6%

2.9%

0% 20% 40% 60%

1.家庭生活へ配慮する必要がある

8.育児休業や介護休業中などの代替要員の確保

5.結婚・妊娠・出産などを機に退職してしまう

7.所定時間外労働（残業）、深夜労働をさせにくい

12.特にない

6.女性自身の昇進や仕事に対する意識が低い

9.更衣室などの職場環境・設備などの整備にコストがかかる

3.男性従業員の認識、理解が不十分である

4.経営層の意識、理解が不十分である

10.前例がなく、進め方がわからない

11.その他

2.顧客や取引先の理解が得られにくい

無回答

複数回答(N=526)
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業種別 

「1．家庭生活へ配慮する必要がある」や「5．結婚・妊娠・出産などを機に退職してしまう」、「8．

育児休業や介護休業中などの代替要員の確保」を課題に感じている業種が多い。 

特に「1．家庭生活へ配慮する必要がある」は、「不動産業」と「電気・ガス・熱供給業」を除い

て、すべての業種において、4 割以上の事業所が課題に感じている。 

 

  

51.3%

57.9%

75.0%

45.5%

44.0%

64.3%

51.7%

14.3%

53.3%

66.9%

52.8%

66.7%

5.3%

1.4%

12.8%

5.3%

9.1%

7.0%

7.1%

3.3%

1.5%

6.9%

7.7%

5.3%

25.0%

3.0%

6.0%

3.4%

3.3%

3.7%

4.2%

33.3%

36.8%

25.0%

39.4%

34.0%

35.7%

37.9%

71.4%

43.3%

40.4%

44.4%

42.9%

12.8%

21.1%

50.0%

15.2%

17.0%

28.6%

6.9%

20.0%

13.2%

11.1%

23.8%

33.3%

31.6%

25.0%

30.3%

28.0%

28.6%

17.2%

28.6%

26.7%

17.6%

50.0%

26.4%

23.8%

35.9%

47.4%

50.0%

36.4%

36.0%

50.0%

27.6%

57.1%

63.3%

54.4%

50.0%

50.0%

61.9%

10.3%

5.3%

15.2%

2.0%

3.4%

10.0%

3.7%

50.0%

6.9%

4.8%

7.7%

2.6%

3.0%

2.0%

0.7%

50.0%

4.2%

9.5%

5.3%

25.0%

3.0%

0.7%

50.0%

1.4%

9.5%

12.8%

7.9%

24.2%

32.0%

14.3%

20.7%

10.0%

16.9%

12.5%

4.8%

5.1%

2.6%

2.0%

3.4%

3.3%

3.7%

9.5%

0% 50% 100% 150% 200% 250% 300%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.家庭生活へ配慮する必要がある

2.顧客や取引先の理解が得られにくい

3.男性従業員の認識、理解が不十分である

4.経営層の意識、理解が不十分である

5.結婚・妊娠・出産などを機に退職してしまう

6.女性自身の昇進や仕事に対する意識が低い

7.所定時間外労働（残業）、深夜労働をさせにくい

8.育児休業や介護休業中などの代替要員の確保

9.更衣室などの職場環境・設備などの整備にコストがかかる

10.前例がなく、進め方がわからない

11.その他

12.特にない

無回答
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問 10 男性の働き方の意識（長時間労働の削減など）が変わると、家事・育児などへの参画が進

み、女性の働き方が変わる可能性があるという考え方がありますが、貴事業所ではどのよ

うに考えますか。（あてはまるもの１つに○） 

 

「1．男性の意識を変える必要がある」が最も多く 42.4％、次いで「4．わからない」が 33.1％で

あった。 

 

 

「3．その他」の回答 

・経営者意識の変革。 

・男性だけ変っても、大きな変革は望めない、男・女の大半が変わる必要がある。 

・男性の意識が変わって、家事・育児への参画が進むかどうかは、別問題。 等 

 

  

1.男性の意識を変

える必要がある
42.4%

2.男性の意識を変える

必要はない 8.7%

3.その他
11.4%

4.わからない
33.1%

無回答
4.4%

(N=526)
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業種別 

「製造業」、「情報通信業」、「金融・保険業」、「教育・学習支援業」、「電気・ガス・熱供給業」にお

いて、「1．男性の意識を変える必要がある」の割合が半数以上となっている。 

 

 

  

43.6%

50.0%

50.0%

48.5%

45.0%

71.4%

41.4%

42.9%

50.0%

30.9%

50.0%

41.7%

47.6%

10.3%

10.5%

9.1%

8.0%

3.4%

14.3%

13.3%

10.3%

8.3%

4.8%

5.1%

7.9%

25.0%

21.0%

7.1%

6.9%

10.0%

14.7%

6.9%

9.5%

38.5%

28.9%

25.0%

39.4%

23.0%

21.4%

41.4%

42.9%

23.3%

36.8%

50.0%

38.9%

33.3%

2.6%

2.6%

3.0%

3.0%

6.9%

3.3%

7.4%

4.2%

4.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

建設業
(N=39)

製造業
(N=38)

情報通信業
(N=4)

運輸業
(N=33)

卸売・小売業
(N=100)

金融・保険業
(N=14)

飲食、宿泊業
(N=29)

不動産業
(N=7)

教育・学習支援業
(N=30)

医療・福祉
(N=136)

電気・ガス・熱供給業
(N=2)

サービス業
(N=72)

その他
(N=21)

1.男性の意識を変える必要がある 2.男性の意識を変える必要はない

3.その他 4.わからない

無回答
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【従業員が 300人以下の事業所におたずねします】 

問 11 女性活躍推進法における一般事業主行動計画※を策定していますか。 

（あてはまるもの１つに○） 

※一般事業主行動計画：女性の活躍に関する状況把握、課題分析を踏まえ、計画期間・数値目標・取組内容・取組の

実施期間を盛り込んだ行動計画のこと。なお、常時雇用する労働者の数が 301 人以上の事

業主は、計画を策定することが義務づけられている。 

 

「3．策定予定なし」が最も多く 33.9％、次いで「4．一般事業主行動計画を知らなかった」が 31.7％

であった。 

 

 

 

 

 

従業員規模別 

従業員規模が大きくなるにつれ、「1．策定済み」の割合が多い傾向となっている。 

従業員が 300 人以下の事業所であっても、従業員が 100 人以上の事業所の約 3 割が一般事業主

行動計画を策定している。 

1.策定済み
10.1%

2.策定予定
5.0%

3.策定予定なし
33.9%

4.一般事業主行

動計画を知らな

かった 31.7%

無回答 19.4%

(N=505)

2.8%

7.1%

15.6%

26.9%

2.8%

5.6%

3.9%

3.8%

50.0%

33.6%

29.9%

30.8%

30.6%

35.7%

23.4%

19.2%

13.9%

18.0%

27.3%

19.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

1-9人
(N=36)

10-49人
(N=339)

50-99人
(N=77)

100人以上
(N=52)

1.策定済み 2.策定予定

3.策定予定なし 4.一般事業主行動計画を知らなかった

無回答

【策定予定時期】 

※選択肢「２．策定予定」を選択した場合に回答 

   

今年度中
4.0% 来年度中

8.0%

時期未定
80.0%

無回答
8.0%

(N=25)


